
第160期 定時株主総会電子提供措置事項(交付書面に記載のない事項) 

日 本 新 薬 株 式 会 社 

第 160期（自 2022 年 4 月 1 日 至 2023 年 3 月 31 日） 

連結計算書類の連結持分変動計算書

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の株主資本等変動計算書 

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置
事項記載書面）への記載を省略しております。



（単位　　百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素

在外営業
活動体の
換算差額

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

2022年４月１日残高 5,174 4,445 165,303 △2,478 △253 8,394

当期利益 - - 22,812 - - -

その他の包括利益 - - - - △362 516

当期包括利益合計 - - 22,812 - △362 516

自己株式の取得 - - - △1 - -

自己株式の処分 - 0 - 0 - -

剰余金の配当 - - △7,812 - - -

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

- - 129 - - △241

所有者との取引額等合計 - 0 △7,683 △1 - △241

2023年３月31日残高 5,174 4,445 180,433 △2,480 △616 8,669

確定給付
制度の再測定

合計

2022年４月１日残高 - 8,140 180,585 300 180,886

当期利益 - - 22,812 7 22,819

その他の包括利益 △111 41 41 - 41

当期包括利益合計 △111 41 22,854 7 22,861

自己株式の取得 - - △1 - △1

自己株式の処分 - - 0 - 0

剰余金の配当 - - △7,812 - △7,812

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

111 △129 - - -

所有者との取引額等合計 111 △129 △7,814 - △7,814

2023年３月31日残高 - 8,052 195,625 307 195,933

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結持分変動計算書

(自2022年4月1日　至2023年3月31日) 

親会社の所有者に帰属する持分

その他の資本の構成要素 非支配持分 合計
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式



 連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）

１．連結計算書類の作成基準

２．連結の範囲に関する事項
連結子会社    ６社   シオエ製薬株式会社、タジマ食品工業株式会社、NS Pharma,Inc.

　　　　　 ＮＳシェアードサービス株式会社、北京艾努愛世医薬科技有限公司
天津艾努愛世医薬有限公司

３．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

４．会計方針に関する事項

    ①非デリバティブ金融資産

　　　（ⅰ）当初認識及び測定

　　　（ⅱ）分類及び事後測定

当社及び子会社（以下「当社グループ」という）の連結計算書類は、当連結会計年度より、会社計算規則第120
条第１項の規定により、国際会計基準審議会によって公表された国際財務報告基準（以下「IFRS」という）に準
拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を
省略しております。

当社グループは、営業債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他
のすべての金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識
しております。
当初認識時において、すべての金融資産は公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公正
価値で測定される金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属
する取引コストを加算した金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定される金融資
産の取引コストは、金融費用として純損益に認識しております。

当社グループは、保有する金融資産を、(a）償却原価で測定される金融資産、(b）その他の包括利
益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産、(c）その他の包括利益を通じて公正価値で測
定される資本性金融資産、(d）純損益を通じて公正価値で測定される金融資産のいずれかに分類
しております。この分類は、当初認識時に決定しており、金融資産の当初認識後の測定は、その分
類に応じて以下のとおり測定しております。

(１)金融商品の評価基準及び評価方法

(a）償却原価で測定される金融資産

以下の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類しております。
・当社グループのビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収する
ことを目的として保有している場合
・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高にかかる利息の支払いのみによるキャッシュ・フ
ローを生じさせる場合
当初認識後、償却原価で測定される金融資産については実効金利法を用いて算定し、必要な場合
には減損損失を控除してります。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得又は損
失は、純損益に認識しております。



(b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産

(c）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産

　　　（ⅲ）金融資産の減損

　　　（ⅳ）金融資産の認識の中止

以下の条件がともに満たされる金融資産をその他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債
性金融資産に分類しております。
・当社グループのビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収と売
却の両方を目的として保有している場合
・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高にかかる利息の支払いのみによるキャッシュ・フ
ローを生じさせる場合
当初認識後は公正価値で測定し、事業的な変動のうち、為替差損益、減損利得又は減損損失、実
効金利法に基づく受取利息は純損益に認識し、その他の変動は、その他の包括利益に含めて認
識しております。
認識を中止したときに、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額をその他の
資本の構成要素から純損益に組替調整額として振り替えております。

当社グループは、資本性金融商品に対する投資について、公正価値の事後の変動をその他の包
括利益に表示するという取消不能の選択を行っており、その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する資本性金融商品に分類しております。
当初認識後は公正価値で測定し、事後的な変動はその他の包括利益に含めて認識しております。
投資を処分した場合、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額をその他の資
本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。
なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産からの配当金は、投資の払い戻し
であることが明らかな場合を除き、金融収益として純損益に認識しております。

(d）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

上記の償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資
産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。
なお、当社グループは、当初認識時において、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産とし
て、取消不能の指定を行ったものはありません。
当初認識後は、公正価値で測定し、事後的な変動は、配当金や受取利息を含めずに純額で金融
収益又は金融費用として純損益に認識しております。

償却原価で測定される金融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損失に
対して貸倒引当金を認識しております。
当社グループは、期末日ごとに、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大したかどう
かを評価しております。金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合に
は、当該金融商品に係る貸倒引当金を12か月の予想信用損失と同額で測定しております。一方
で、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係
る貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しております。
契約上の支払期日より30日超の経過があった場合には、原則として信用リスクの著しい増大があっ
たものとしております。信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報の
ほか、当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報を考慮しております。ただし、重大
な金融要素を含んでいない売上債権等については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加
の有無にかかわらず、常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しておりま
す。
金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。
　・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
　・貨幣の時間価値
　・報告日時点において過大なコスト又は労力を掛けずに利用可能である、過去の事象、現在の状
況、並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報
金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益に認識しており、計上した貸倒引当金を減額する
事象が発生した場合は、貸倒引当金戻入額を純損益に認識しております。

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は
当社グループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべて
を移転する場合にのみ金融資産の認識を中止しております。



    ②デリバティブ金融商品

    ③金融商品の公正価値

(３)有形固定資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法

当社グループは、為替変動によるリスクを回避するために、為替予約を利用しております。このデリ
バティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初測定され、その後も公正価値で再測定して
おります。
上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。従って、デリバティブ金融商
品は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債に分類しております。

各決算日現在で活発な金融市場において取引されている金融商品の公正価値は、市場における
公表価格等を参照しております。
活発な市場が存在しない金融商品の公正価値は、適切な評価技法を使用して算定しております。
公正価値の測定に使用されるインプットは、以下の３つのレベルがあります。
　レベル１　同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格
　レベル２　資産又は負債について、直接的に観察可能なインプット(すなわち価格そのもの)又は
　　　　　　　間接的に観察可能なインプット(すなわち価格そのもの)のうち、レベル1に含まれる相
　　　　　　　場価格以外のインプット
　レベル３　資産又は負債について、観察可能な市場データに基づかないインプット(すなわち観
　　　　　　　察不能なインプット)

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。
棚卸資産は、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその
他のすべての原価を含んでおり、原価の算定にあたっては、主として総平均法を使用しております。
また、正味実現可能価額は、通常の事業過程における予想売価から、完成までに要する見積原価
及び販売に要する見積コストを控除して算定しております。

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損
失累計額を控除した価額で計上しております。
取得原価には、当該資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び設置場所の原状回復費用
の当初見積額、並びに資産計上の要件を満たす借入費用を含めております。
土地及び建設仮勘定以外の資産の減価償却費は、見積耐用年数にわたり、主として定額法で計上
しております。これらの資産の減価償却は、使用可能となった時点から開始しております。

主な資産の種類別の耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　　10年から50年
　　機械装置　　　　　　　　　　８年から20年
　　工具、器具及び備品　　　４年から15年

なお、見積耐用年数及び減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計
上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法



(４)無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法

(５)リース

(６)投資不動産の評価基準、評価方法及び減価償却方法

投資不動産とは、賃貸料収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有
する不動産であります。
投資不動産の当初認識後の測定については原価モデルを採用しており、取得原価から減価償却
累計額及び減損損失累計額を控除した金額で測定しております。
土地等の減価償却を行わない資産を除き、有形固定資産に準じた見積耐用年数にわたって定
額法により減価償却を行っております。
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、決算日において見直しを行い、必要に応じて改定して
おります。

無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累
計額を控除した価額で計上しております。
個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。
内部発生の開発費用は資産として認識するための基準がすべて満たされた場合に限り無形資産と
して認識しておりますが、臨床試験の費用等、製造販売承認の取得までに発生する内部発生の開
発費用は、期間の長さや開発に関連する不確実性の要素を伴い資産計上基準を満たさないと考え
られるため、発生時に費用として認識しております。また、他社から個別に取得した仕掛中の研究開
発投資に対する支払額（契約一時金及びマイルストン）は、将来の経済的便益をもたらす可能性が
高く、かつ、識別可能な場合に、仕掛研究開発として資産を認識しております。
仕掛研究開発は、未だ使用可能な状態ではないため、償却しておりませんが、販売可能となった時
点で販売権に振り替え、その見積耐用年数にわたって償却しております。
仕掛研究開発から振り替えられた販売権の見積耐用年数は、関連する特許権の法的保護期間な
どを考慮したキャッシュ・フローの予測期間に基づいて決定しております。償却方法は、無形資産の
それぞれの見積耐用年数にわたって、定額法によっております。
主要な無形資産の見積り耐用年数は概ね以下のとおりであります。
　　ソフトウェア　　　５年
　　販売権　　　　　 ５から17年

見積耐用年数及び償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積り
の変更として将来に向かって適用しております。
耐用年数を確定できない無形資産及び未だ使用可能でない無形資産については、償却を行わ
ず、毎年又は減損の兆候が存在する場合にはその都度、個別に又は各資金生成単位で減損テスト
を実施しております。

（借手側）
当社グループは契約により当該資産を使用する権利を一定期間にわたり与えられているかどうかの
検討を通じて、当該契約にリースが含まれているか否か判定しております。
リース契約が識別された場合、リース開始日において使用権資産と関連するリース負債を認識して
おります。
なお、リース負債はリース開始日において支払われていない支払リース料を現在価値に割り引いて
測定しており、使用権資産は、リース債務の金額に、リース開始日以前に支払ったリース料、初期直
接コスト及び現状回復義務負担相当額を加算して算定しております。
当初認識後、使用権資産は資産の耐用年数又はリース期間のうちいずれか短いほうの期間に
わたって減価償却しております。また、リース負債は、リース負債に係る金利及び支払われたリース
料を反映して測定しております。
なお、リース期間が12か月以内のもの及び少額資産のリースについては、リース料総額をリース期
間にわたり定額法で費用として認識しております。



(７)非金融資産の減損

耐用年数を確定できない無形資産及び未だ使用可能ではない無形資産

(８)従業員給付

    ①退職後給付
　　　（ｉ）確定給付型年金制度

　　　（ⅱ）確定拠出型年金制度

    ②その他の従業員給付

(９)重要な引当金の計上基準

確定拠出型年金制度の退職給付に係る費用は、従業員が役務を提供した時点で費用として認識し
ております。

有形固定資産及び耐用年数を確定できる無形資産

資産又は資金生成単位が減損している可能性を示す兆候が存在する場合には、当該資産又は資
金生成単位の回収可能価額の見積りを行っております。

従業員給付には、退職後給付制度、短期従業員給付が含まれております。退職後給付制度は、確
定給付型年金制度と確定拠出型年金制度からなります。

当社グループは、非金融資産（棚卸資産及び繰延税金資産を除く）について、各報告期間の期末
日に資産又は資金生成単位が減損している可能性を示す兆候の有無を判定しております。

資産又は資金生成単位が減損している可能性を示す兆候が存在する場合には、当該回収可能価
額の見積りを行っております。なお、減損の兆候があるか否かを問わず、最低限年１回定期的に減
損テストを実施しております。
回収可能価額は資産又は資金生成単位の処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高
い方の金額としており、資産又は資金生成単位が他の資産又は資産グループから概ね独立した
キャッシュ・インフローを生成しない場合を除き、個別の資産ごとに決定しております。資産又は資金
生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回っている場合は、当該資産の帳簿価額をその回収可
能価額まで減額し、減損損失として純損益に認識しております。使用価値の評価にあたり、見積ら
れた将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値及び当該固有のリスクに関する現在の市場評価を
反映した割引率を用いて現在価値まで割り引いております。

確定給付型年金制度に関連する債務額は、確定給付制度債務の現在価値で認識しております。
確定給付制度債務の現在価値は、毎年、予測単位積増方式を用いて算定しております。この算定
に用いる割引率は、将来の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対
応した期末日時点の優良社債の利回りに基づいております。なお確定給付制度が積立超過である
場合には、将来掛金の減額又は現金の返還という形で利用可能な将来の経済的便益の現在価値
を資産上限額としております。
数理計算上の差異は、発生時に即時にその他の包括利益として認識し、過去勤務費用は純損益と
して認識しております。当期に発生したすべての数理計算上の差異は、その他の包括利益として認
識し、その累計額はその他の資本の構成要素として認識後、利益剰余金に振り替えております。

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用とし
て認識しております。
賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的又は推定的な債務を有しており、信頼性
のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認
識しております。

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を有しており、
当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信
頼性のある見積りができる場合に認識しております。貨幣の時間的価値が重要な場合には、見積ら
れた将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値及び当該負債に特有のリスクを反映した割引率を
用いて現在価値に割り引いております。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識して
おります。



(10)収益の計上基準

ステップ1: 顧客との契約を識別する
ステップ2: 契約における履行義務を識別する
ステップ3: 取引価格を算定する
ステップ4: 取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ5: 企業が履行義務を充足した時に(または充足するにつれて)収益を認識する

     ②工業所有権等収益

     ③共同販促（サービスの提供）による収益

(11)外貨換算

製商品の販売は、製商品を顧客に引き渡した時点で、顧客に製商品の法的所有権、物理的占有、
製商品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、顧客が当該製商品に対する支配を獲得
することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製商品の引渡時点で売上収益を認識し
ております。
製商品は、販売数量や販売金額等の一定の目標の達成を条件としたリベート等をつけて販売され
る場合があります。その場合の取引価格は、顧客との契約において約束された対価からリベート等
の見積りを控除した金額で算定しております。
リベート等の見積りは過去の実績等に基づく最頻値法を用いており、売上収益は重大な戻入れが
生じない可能性が非常に高い範囲のみで認識しております。
製商品の販売に係る対価は、顧客への製商品を引き渡した時点から主として1年以内に受領してお
ります。なお、重大な金融要素は含んでおりません。

工業所有権等収益は、主としてライセンス収入及びロイヤリティ収入で構成されております。
ライセンス収入は、当社グループが第三者との間で締結した開発品又は製品の開発・販売権等に
関するライセンス契約等に基づいて受領した契約一時金、マイルストンによる収入であります。ライ
センス契約等において、履行義務が一時点で充足される場合には、開発権・販売権等を付与した
時点で契約一時金を売上収益として認識し、契約上定められたマイルストンが達成された時点でマ
イルストンによる収入を売上収益として認識しております。履行義務が一定期間にわたり充足される
場合には、当該対価を契約負債として計上し、個々の契約ごとに決定した開発協力等の履行義務
の充足に関する進捗度の測定方法に従い、契約一時金、マイルストンによる収入を予想される契約
期間等の一定期間にわたり売上収益として認識しております。なお、マイルストンによる収入は、事
後に重大な戻入れが生じる可能性を考慮し、契約上定められたマイルストンが達成された時点から
売上収益として認識しております。
ロイヤリティ収入は、契約相手先の売上収益等を基礎に算定されたライセンス契約等における対価
であり、契約相手先の売上収益等の発生と履行義務の充足のいずれか遅い時点で、売上収益とし
て認識しております。
工業所有権収益に係る対価は、契約に基づく権利の確定時点から、主として１年以内に受領してお
ります。なお、重大な金融要素は含んでおりません。

顧客に対し共同販促活動を提供する場合、共同販促活動を実施した時点で履行義務が充足され
ると判断していることから、共同販促活動の実施時点で収益を認識しております。また、この共同販
促により発生する費用の負担分を、販売費及び一般管理費として認識しております。
共同販促による収益に係る対価は、共同販促活動の実施時点から、主として１年以内に受領してお
ります。なお、重大な金融要素は含んでおりません。

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収益を認識してお

外貨建取引は、取引日における直物為替相場又はそれに近似するレートにより機能通貨に換算し
ております。外貨建の貨幣性資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により機能通貨に換算
しております。当該換算及び決済により生じる換算差額は損益として認識しております。ただし、そ
の他の包括利益を通じて測定される金融資産として指定した資本性金融商品に対する投資から生
じる換算差額については、その他の包括利益として認識しております。
在外営業活動体の資産及び負債は決算日の直物為替相場により、収益及び費用は取引日の直物
為替相場又はそれに近似するレートにより、それぞれ円貨に換算しており、その換算差額はその他
の包括利益として認識しております。在外営業活動体が処分された場合には、当該営業活動体に
関連する累積換算差額を処分した期の損益として認識しております。

     ①製商品の販売



５．会計上の見積りに関する注記

仕掛研究開発及び販売権に係る無形資産の減損テスト

当連結会計年度の連結計算書類に計上されている無形資産の金額は、17,155百万円です。

(連結財政状態計算書に関する注記)

有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 33,714百万円

(連結損益計算書に関する注記)

その他の収益の主な内訳
受取賃貸料 481百万円

為替差益 1,193百万円

その他 234百万円

合計 1,908百万円

その他の費用の主な内訳
寄付金 211百万円

賃貸費用 151百万円

減損損失 616百万円

その他 126百万円

合計 1,106百万円

当社グループは、資産が減損している可能性を示す兆候が存在する無形資産および、減損の兆候
があるか否かを問わず、耐用年数を確定できない無形資産及び未だ使用可能ではない無形資産
については、最低限年１回定期的に資産の帳簿価額が回収可能価額を超過しているか否かを確認
しております。
資産の回収可能価額は資産又は資金生成単位の処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいず
れか高い方の金額としており、使用価値は将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定してお
ります。将来キャッシュ・フローの見積りは、上市可能性及び将来の販売収益の予測といった仮定を
使用しております。
これらの仮定に関する不確実性により、将来の期間において無形資産の帳簿価額に対して重要な
修正が求められる結果となる可能性があります。

連結計算書類の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に重要
な影響を及ぼす判断、見積りおよび仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの
見積りとは異なる場合があります。
当社グループは、見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しており、会計上の見積りの見直
しによる影響は、見積りを見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識してお
ります。
これらの見積り及びその基礎となる仮定に関する不確実性により、将来の期間において資産又は負
債の帳簿価額に対して重要な修正が求められる結果となる可能性があります。



(連結持分変動計算書に関する注記)

１． 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式
自己株式数

２． 配当に関する事項
 　（１）配当支払額

1株当たり
配当額（円）

  （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
       2023年6月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
       提案しております。

①配当金の総額 3,839百万円
②1株当たり配当額 57円
③基準日
④効力発生日

       なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

(金融商品に関する注記)

１． 金融商品の状況に関する事項
   （1）財務上のリスク管理

     ①市場リスク
　　　（a）為替リスク

　　　（b）価格リスク

株式の種類

定時株主総会
2022年6月30日

2022年12月5日

70,251,484株

2022年9月30日           3,839

  　       7,812

リスク管理方針
当社グループの事業活動は、事業環境・金融市場環境による影響を受けております。事業活動の
過程で保有する金融商品は固有のリスクに晒されております。
リスクには、主に①市場リスク（（a）為替リスク、（b）価格リスク）、②信用リスク、③流動性リスクが含ま
れております。これらのリスクを軽減するために、リスク管理を行っております。
当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については、取引
銀行と当座貸越契約を締結しております。
デリバティブ取引は、基本的に利用しない方針でありますが、例外的に当社の輸入商品の顧客の
要請、購買部門の判断により為替先物買予約を行っております。

当社グループは、海外にも事業展開しており、機能通貨以外の通貨建て取引において外国為替相
場の変動リスクに晒されております。
外貨建ての営業債務の一部について為替変動リスクに対するヘッジを目的とした為替先物買予約
を利用しておりますが、ヘッジ会計は適用しておりません。
当該デリバティブ取引の管理については、デリバティブ取引管理規程を設け、実施できる取引をリス
クヘッジ目的の取引に限定しております。

計

2023年6月30日
2023年3月31日

57

普通株式            3,973 2022年3月31日

2022年11月10日
普通株式

59

取締役会

2022年6月29日

基準日決議

2,898,610株

配当金の
総額（百万円）

効力発生日

　当社グループは、業務上の関係を有する企業の上場株式を保有しているため、資本性金融商品
の価格変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務内容を把握
し、保有状況を継続的に見直しております。



     ②信用リスク

    ③流動性リスク

２． 金融商品の公正価値等に関する事項
   公正価値の見積り
   ①公正価値の測定方法

   ②償却原価で測定する金融商品の帳簿価額及び公正価値

   ③公正価値で測定する金融商品とヒエラルキー

当社グループは、営業債務等の金融負債について、支払義務の履行ができなくなる流動性リスクに
晒されております。
当社は、各部署からの報告に基づき、経理・財務部門が資金繰計画を作成・更新するとともに、手
元流動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

営業債権は、顧客の信用リスクに晒されております。信用リスクは、顧客が契約上の債務に関して債
務不履行になり、当社グループに財務上の損失を発生させるリスクであります。
当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について営業部門及び経理・財務部門が取引
先の状況を定期的にモニタリングし、期日残高管理を通じて、回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。
当社グループが保有する債券等については、発行会社の信用リスクに晒されておりますが、資金運
用規程により格付けの高いもののみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。
デリバティブ取引については、当社の契約先が信用度の高い国内銀行であり、取引相手の契約不
履行によるリスクは、ほとんどないと認識しております。
営業債権等について、その全部又は一部について回収ができない、又は回収が極めて困難である
と判断された場合には債務不履行とみなしております。

当社グループは、金融資産及び金融負債の公正価値について以下のとおり決定しております。金
融商品の公正価値の見積りにおいて、市場価格が入手できる場合は市場価格を利用しておりま
す。
市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関しては、適切な評価方法により見積りを行って
おります。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）
これらは短期間で決済されるため、公正価値が帳簿価額と近似しております。

（その他の金融資産及びその他の金融負債）
市場価格のある株式、債券の公正価値は、期末日の市場価格により測定しております。市場価格の
入手できない株式については、類似企業比較法及び純資産に基づく評価モデル等により、公正価
値を測定しております。
デリバティブ資産及び負債は、金利、外国為替レートなどの観察可能なインプットを使用して評価し
ております。
これら以外の金融資産及び金融負債のうち、短期間で決済されるものは、公正価値が帳簿価額と
近似しております。短期間で決済されないものは、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価モデル
等により公正価値を測定しております。

　各決算日において、償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値の差額に重要性はあり
ません。

以下の表では、公正価値で測定される金融商品に関する分析を示しております。それぞれのレベ
ルは以下のとおり定義されております。
　レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における相場価格
　レベル２：資産又は負債について、直接的に観察可能なインプット（すなわち価格そのもの）又は
間接的に観察可能なインプット（すなわち価格そのもの）のうち、レベル１に含まれる相場価格以外
のインプット
　レベル３：資産又は負債について、観察可能な市場データに基づかないインプット（すなわち観察
不能なインプット）
当連結会計年度において重要なレベル間の振替はありません。



（単位：百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

　株式 18,792 - 1,811 20,604
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産
　デリバティブ - 8 - 8
　債券 - - 300 300
　出資金 - - 796 796
金融資産合計 18,792 8 2,908 21,709
金融負債
純損益を通じて公正価値で測定される金融負債
　デリバティブ - 9 - 9
金融負債合計 - 9 - 9

   ④レベル３に分類した金融商品の調整表

（単位：百万円）

期首残高  3,083
利得又は損失
　純損益(注１) △69
　その他の包括利益(注２） △106
期末残高 2,908
（注）１.利得又は損失に含まれる純損益は、「金融収益」又は「金融費用」に含めております。

３． その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融商品に対する投資

(投資不動産に関する注記)
1．投資不動産の状況に関する事項

2.投資不動産の公正価値に関する事項 （単位：百万円）

1,712 4,220

　　2.　投資不動産の公正価値は、主として独立した不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づ
いております。

(注)１.連結財政状態計算書計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除
した金額であります。

　　２.利得又は損失に含まれるその他の包括利益は、税効果考慮後の金額で、連結包括利益計算
書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含めております。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

連結財政状態計算書計上額

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含
む。）を有しております。

公正価値

公正価値で測定される金融商品

レベル３に分類される公正価値測定について、期首残高から期末残高への調整表は以下のとおり
であります。

　　当連結会計年度の利得又は損失に含まれる純損益のうち、各期末日現在で保有している純損
益に通じて公正価値で測定する金融資産に関連する未実現損益の変動に起因する額は、△69百
万円であります。

当社グループでは、取引関係の維持・強化を目的として保有する資本性金融商品に対する投資に
ついて、その保有目的を鑑み、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定し
ております。



(収益認識に関する注記)

１． 収益の分解

（単位：百万円）
医薬品 機能食品 合計

財又はサービスの種類別
　製商品の販売 81,753 22,186 103,939
　工業所有権等収益 30,714 0 30,715
　共同販促収入 9,520 - 9,520
　　　合計 121,988 22,187 144,175
地域別
　　日本 72,842 22,187 95,029
　　スイス 37,628 - 37,628
　　その他 11,516 - 11,516
　　　合計 121,988 22,187 144,175

2． 契約残高

（単位：百万円）

顧客との契約から生じた債権
　売掛金 41,975 43,070
　受取手形 16 54
　電子記録債権 540 762
合計 42,532 43,887

３． 残存履行義務に配分した取引価格

(1株当たり情報に関する注記)

1株当たり親会社所有者帰属持分
基本的1株当たり当期利益             338円70銭

当社グループは、売上収益を財又はサービスの種類別及び地域別に分解しております。分解した
売上収益と報告セグメントとの関連は、以下のとおりであります。

当連結会計年度における顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は以下のとおりであり
ます。契約資産の計上はありません。

期首残高

過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額は、30,699百万円であり、いずれも工業
所有権等収益であります。

         2,904円49銭

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の
便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

期末残高



株主資本等変動計算書

(自2022年4月1日　至2023年3月31日) 

（単位　　百万円）

配当準備
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金

当期首残高 5,174 4,438 6 4,445 1,293 800 2,170 71,470

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △9

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 - - 0 0 - - △9 -

当期末残高 5,174 4,438 7 4,445 1,293 800 2,160 71,470

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 83,371 159,105 △2,478 166,246 7,996 135 8,131 174,378

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 9 - - -

剰余金の配当 △7,812 △7,812 △7,812 △7,812

当期純利益 19,970 19,970 19,970 19,970

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 348 △135 212 212

当期変動額合計 12,166 12,157 △1 12,156 348 △135 212 12,368

当期末残高 95,538 171,262 △2,480 178,402 8,344 - 8,344 186,746

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金
合計

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有価
証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

　　  満期保有目的債券………償却原価法(定額法)
　　　子会社株式………………移動平均法による原価法      
       その他有価証券
      　 市場価格のない株式等以外のもの………　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、
　    売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………　移動平均法による原価法

②デリバティブ……時価法

③棚卸資産……主として総平均法による原価法
　　　(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産……定額法
      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建    物 15年から50年
構 築 物 10年から50年
機械及び装置 10年から20年
工具、器具及び備品 ６ 年から15年

②無形固定資産（リース資産を除く）……定額法
　　  ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によって
　　  おります。

③長期前払費用
　　  契約の有効期間（主として5年から22年）にわたり、定額法によっております。

④リース資産　
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
①賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えて、支給見込額を計上しております。

②退職給付引当金

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(15年)による定額法により、費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(15年) による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。

①有価証券

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。



４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

５．退職給付に係る会計処理

６．収益及び費用の計上基準
当社は、以下の5ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収益を認識しています。
ステップ1: 顧客との契約を識別する
ステップ2: 契約における履行義務を識別する
ステップ3: 取引価格を算定する
ステップ4: 取引価格を契約における履行義務に配分する

     ステップ5: 企業が履行義務を充足した時に(または充足するにつれて)収益を認識する

     ②工業所有権等収益

     ③共同販促（サービスの提供）による収益

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用
の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、為替予約等の振当処
理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予
約等の円貨額に換算しております。

     ①商品及び製品の販売

商品及び製品の販売は、商品及び製品を出荷した時点で、顧客に商品及び製品の法的所有
権、物理的占有、商品及び製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、顧客が当該
商品及び製品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該商
品及び製品の出荷した時点で売上高を認識しております。商品及び製品は、販売数量や販売
金額等の一定の目標の達成を条件としたリベート等をつけて販売される場合があります。その場
合の取引価格は、顧客との契約において約束された対価からリベート等の見積りを控除した金
額で算定しております。リベート等の見積りは過去の実績等に基づく最頻値法を用いており、売
上高は重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲のみで認識しております。商品及び
製品の販売に係る対価は、顧客への商品及び製品を出荷した時点から主として1年以内に受領
しております。なお、重大な金融要素は含んでおりません。

工業所有権等収益は、ライセンス収入及びロイヤリティ収入で構成されております。ライセンス収
入は、当社が第三者との間で締結した開発品又は製品の開発・販売権等に関するライセンス契
約等に基づいて受領した契約一時金、マイルストーンによる収入であります。ライセンス契約等
において、履行義務が一時点で充足される場合には、開発権・販売権等を付与した時点で契約
一時金を売上高として認識し、契約上定められたマイルストーンが達成されたでマイルストーン
による収入を売上高として認識しております。履行義務が一定期間にわたり充足される場合に
は、当該対価を契約負債として計上し、個々の契約ごとに決定した開発協力等の履行義務の充
足に関する進捗度の測定方法に従い、契約一時金、マイルストーンによる収入を予想される契
約期間等の一定期間にわたり売上高として認識しております。なお、マイルストーンによる収入
は、事後に重大な戻入れが生じる可能性を考慮し、契約上定められたマイルストーンが達成さ
れた時点から売上高として認識しております。ロイヤリティ収入は、契約相手先の売上高等を基
礎に算定されたライセンス契約等における対価であり、契約相手先の売上高等の発生と履行義
務の充足のいずれか遅い時点で、売上高として認識しております。工業所有権等収益は、契約
に基づく権利の確定時点から、主として１年以内に受領しております。なお、重大な金融要素は
含んでおりません。

顧客に対し共同販促活動を提供する場合、共同販促活動を実施した時点で履行義務が充足さ
れると判断していることから、共同販促活動の実施時点で収益を認識しております。また、この共
同販促により発生する費用の負担分を、販売費及び一般管理費として認識しております。共同
販促による収益の対価は、共同販促活動の実施時点から、主として１年以内に受領しておりま
す。なお、重大な金融要素は含んでおりません。



７．会計上の見積りに関する注記

長期前払費用の資産性
当会計年度の計算書類に計上した長期前払費用の金額は、10,485百万円です。

計算書類の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に重要な
影響を及ぼす判断、見積りおよび仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これら
の見積りとは異なる場合があります。
当社は、見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しており、会計上の見積りの見直しによ
る影響は、見積りを見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識しておりま
す。
これらの見積り及びその基礎となる仮定に関する不確実性により、将来の期間において資産又
は負債の帳簿価額に対して重要な修正が求められる結果となる可能性があります。

当社は、医薬品メーカーと締結した導入契約について、将来の収益獲得が確実であり、回収可
能性が高いと判断しているものを長期前払費用に計上しております。
対象となる医薬品の収益性の評価にあたって、当社は上市可能性及び将来の販売収益の予測
といった仮定を使用しております。
これらの仮定に関する不確実性により、将来の期間において長期前払費用の帳簿価額に対し
て重要な修正が求められる結果となる可能性があります。



（貸借対照表に関する注記）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

投資不動産の減価償却累計額 百万円

(投資不動産の減価償却累計額には、有形固定資産からの振替分を含んでおります。）

２． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 百万円

長期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

（損益計算書に関する注記）

１． 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　 売上高 2,664 百万円

仕入高 百万円

その他の取引高 百万円

営業取引以外による取引高 220 百万円

２． 一般管理費に含まれる研究開発費 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

普通株式（注）

　　合　　計

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 177株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

（税効果会計に関する注記）

33,689

626

558

3,952

4,272

1,971

25,801

7,978

株式数（株）

当事業年度減少 当事業年度末

2,898,434

株式数（株）

繰延税金資産の発生の主な原因は、貯蔵品、ライセンス料、退職給付引当金及び賞与引当金の否認等によるもの
であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年金費用、その他有価証券評価差額金、固定資産圧縮積立金
であります。

2,898,434 177 1                    

177 1                    

当事業年度期首 当事業年度増加

株式数（株） 株式数（株）

2,898,610

2,898,610



（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案した価格交渉の上で決定しております。

（注２） 上記の取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。

また、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

（注３） 貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。

（収益認識に関する注記）

（1株当たり情報に関する注記）

1株当たり純資産額 　2,772円66銭

1株当たり当期純利益 　　 　296円50銭

その他の流動
資産

100%
資金の返済

2,967買掛金

利息の受取 167 60

長期貸付金 4,272

6,924商品の仕入

子会社

シオエ製薬
株式会社

100% 仕入先

業務委託先
医薬品の販売先

ＮＳ Pｈａｒｍａ，
Ｉｎｃ．

期末残高
（百万円）

（注２）

2,290

属性
取引金額
（百万円）

（注２）
会社等の名称

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

(収益を理解するための基礎となる情報)

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

科目
取引の内容
(注１)（注３）
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